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平成19年６月期（第９期）運用状況の予想の修正に関するお知らせ 

 

本投資法人は、平成19年２月23日付決算短信において公表しました平成19年６月期（第９期：平成

19年１月１日～平成19年６月30日）の運用状況の予想について、下記のとおり修正することといたし

ましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

1. 平成 19 年６月期の運用状況の予想の修正 

 営業収益 経常利益 当期純利益

1口当たり分配金 

（利益超過分配金は 

含まない） 

1 口当たり 

利益超過分配金

百万円 百万円 百万円 円  円
前回発表予想（Ａ） 

1,398 406 405 7,517 － 

百万円 百万円 百万円 円  円
今回修正予想（Ｂ） 

1,565 546 544 10,100 － 

百万円 百万円 百万円 円  円
増減額（Ｂ－Ａ） 

167 139 139 2,583 － 
％  ％ ％ ％  ％

増減率 
11.9 34.3 34.4 34.4 － 

百万円 百万円 百万円 円  円（ご参考）前期実績 

（平成 18 年 12 月期） 1,722 644 643 11,924 － 

 

 

2. 修正の理由 

 本投資法人は、本日、運用資産のうち「メゾン・ド・クレイン」および「上野東相ビル」の２

物件について譲渡を決定しました。当該取引に伴う利益を計上するとともに、運用状況の予想の見直し

を行った結果、公表された直近の平成 19 年６月期の業績予想に 30％以上の差異が生じる見込み

であることから、現時点において運用状況の予想の修正を行うものです。 

 なお、本譲渡については、本日発表の「資産の譲渡に関するお知らせ（メゾン・ド・クレイ

ン、上野東相ビル）」をご覧ください。 

 

 



            
（ご注意） 

 上記は、現時点における運用状況の予想であり、実際の業績や分配金は変動する可能性があ

ります。本予想はこれを保証するものではありません。 

 

以 上 
 

 

※本資料の配布先：兜クラブ、国土交通記者会、国土交通省建設専門紙記者会 

※本投資法人のホームページアドレス：http://www.tgr-inv.co.jp/ 
 
 
 
【参考資料】 
第９期（平成19年１月１日～平成19年６月30日）の運用状況予想の前提条件 

 

項目 前提条件 

計算期間 平成19年１月１日～平成19年６月30日 

運用資産 

平成19年２月23日時点において保有していた45物件から、平成19年５月売却予定
の２物件を差し引き、平成19年３月26日に取得した１物件を加えた44物件を前提
としています。 

なお、実際には新規物件の取得、又は保有物件の譲渡等により変動する可能性が
あります。 

発行済投資口総数 
本日現在の発行済投資口数53,899口を前提としており、平成19年6月期末まで投
資口の追加発行がないことを前提としています。 

有利子負債 

本日現在の有利子負債比率52.1%を前提としており、平成19年6月期末まで変動が
ないことを前提としています。 

有利子負債比率の計算は、以下の計算式を用いています。 
有利子負債比率＝有利子負債÷（有利子負債＋出資総額）×100 

営業収益 

賃貸事業収益については、平成18年１月31日現在で有効な賃貸借契約をもとに算
出しています。なお、テナントによる賃料の滞納又は不払いがないことを前提と
しています。 
 
また、平成19年５月に２物件を譲渡することに伴う利益約165百万円を見込んで
います。 

営業費用 
平成19年１月１日以降に取得した資産の固定資産税および都市計画税について
は、前所有者と期間按分による計算を行い、取得時に精算いたしますが、当該精
算金相当分は取得原価に算入されるため費用計上されません。 

１口当たり分配金 

１口当たり分配金は、本投資法人の規約の定める金銭の分配の方針を前提として
算出しています。 

運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃貸収入の変動又は予期せぬ修繕の発
生等を含む種々の要因により、１口当たり分配金は変動する可能性があります。

１口当たり利益超過分配金 
利益超過の分配（１口当たり利益超過分配金）については、現時点では行う予定
はありません。 

その他 

法令、税制、会計基準等において、上記の予想数値に影響を与える改正が行われ
ないことを前提としています。 
また、一般的な経済動向および不動産市況等に不測の重大な変化が生じないこと
を前提としています。 

 
 
 


